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令和４年度ブロック塀等改善事業改善状況調査業務委託 

仕 様 書  
 

 第 １ 章  総  則 

 

 （適 用） 

 第１条 本仕様書は、横浜市建築局建築防災課（以下「委託者」という。）が施行する、令和４年度ブ

ロック塀等改善事業追跡調査業務委託（以下「調査業務」という。）に関し適用する。 

 

 （委託の目的） 

 第２条 横浜市ブロック塀等改善事業の事前相談を行ったブロック塀等について、現地調査により改善

状況を確認することを目的とする。 

 

 （履行場所） 

 第３条 委託者が指定する横浜市内の所定の場所とする。 

 

 （作業の種類） 

 第４条 調査業務における作業は、次の各号に掲げるものとする。 

 （１）現地調査作業 

 （２）現地調査報告書作成作業  

（３）調査結果集計表作成作業 

 

 （調査対象） 

 第５条 横浜市ブロック塀等改善事業の事前相談を行ったブロック塀等のうち、改善状況が不明なブロ

ック塀等約1,000件の調査を行うこと。 

 

 （履行期限） 

 第６条 本調査業務の履行期限は、令和５年３月17日とする。 

 

 （作業の基準及び用語の定義） 

 第７条 この仕様書における作業の基準及び用語の定義は、委託契約約款及び契約規則等の例による。 

 

 （作業の実施） 

第８条 受託者は、それぞれの作業の内容について、仕様書及び委託者の指示監督のもとに実施するこ

と。 

 

（作業の確認） 

第９条 受託者は、第４条に掲げる作業において、契約事項に明示されていないものでも、作業の性質

上当然必要な事項及び法令又は慣例によって履行しなければならない事項は、受託者の負担で処理す

ること。 

 

 （民有地等への立ち入り） 

 第10条 受託者は、調査作業のためやむを得ず第三者の土地に立ち入る場合は、土地所有者又は関係権
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利者にその旨を告げ、了解を得て立ち入ること。なお、この場合作業等は、原則として日の出前及び

日没後には実施してはならない。 

 

 ２ 調査作業を行う場合は、横浜市の委託業者としての自覚を十分に認識し、公平かつ中立の立場で行

うこと。特に言葉を慎み、不安、悪感情を与えないように注意すること。 

 

 ３ 調査作業を行う場合は、必ず横浜市の委託業者である旨の身分証明書を携帯し、「委託業者（横浜

市）」と表示のある青色腕章を着用すること。 

 

（再委託の禁止及び再委託時の措置） 

 第11条 受託者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本契約に基づく業務は自ら取り扱うものとし、

第三者に再委託してはならない。  

再委託に関する市の指示又は承諾がある場合においては、本契約に基づく業務を遂行する能力を有

しない者に再委託することがないよう、受託者において必要な措置を講ずるものとする。 

 

 （必要経費） 

 第12条 本仕様書等に定める業務の履行において必要となる備品、消耗品及び機器の損料等の必要経費

は、本委託による委託料に含まれるものとする。 

 

 （損 害） 

 第13条 受託者は、調査作業の実施にあたり、万一、建造物の損害等、第三者に損害を及ぼした場合は、

速やかに委託者に報告するとともに、誠意をもって事後処理にあたること。 

受託者は、委託業務の処理について、市又は第三者に損害を与えたときは、受託者の責任をもって

賠償の責任に任ずるものとする。 

 

 （疑 義） 

 第14条 受託者は、調査作業の実施にあたり、疑義が生じたときは、委託者と協議すること。 

 

（変更及び中止） 

 第15条 委託者が必要と認めたときは、作業の変更又は中止を指示することがある。 

 

 （秘密の保持） 

 第16条 受託者は、この作業で得た情報等を他に漏らしてはならない。 

 

 ２ この作業で得た情報等を、当該作業以外に使用してはならない。 
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第 ２ 章  現地調査 

 

（現地調査） 

第17条 受託者は、対象敷地において、第18条の提供資料に基づき次の各号に掲げる調査を行うこと。 

 （１）事前相談時の現地調査結果からブロック塀等の状況に変化があるか確認すること。 

 （２）ブロック塀等の状況に変化がある場合、委託者の指定する基準に基づいて改善済か未改善かを確

認すること。 

 （３）ブロック塀等の状況（全景２方向及び近景）、事前相談時の現地調査結果との差異が分かる写真

を撮影すること。 

 

２ 前項の調査については、巻尺等を使用し確認するものとする。 

 

（調査に必要な書類） 

第18条 調査に必要な書類として、次の各号に掲げる資料を本市より提供する。 

 （１）対象ブロック塀等の基礎情報一覧（ＥＸＣＥＬ形式）        一式 

 （２）対象ブロック塀等の事前相談時の現地調査結果資料（ＰＤＦデータ） 一式 

 （３）現地調査報告書及び調査結果集計表の書式（ＥＸＣＥＬ形式）    一式 
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第 ３ 章  報告書等作成作業 

 

（現地調査報告書作成作業） 

第19条 受託者は、現地調査のうえ、成果品として次の各号に掲げる図書を現地調査報告書として作成

すること。 

 （１）現地調査報告書 

Ａ４用紙を使用し、次の各号に定める項目について記入する。（別紙様式１） 

ア 事前相談時に実施した調査結果からの変化の有無 

イ 委託者の指定する基準に基づく改善状況 

ウ その他ブロック塀等の調査の結果特に報告すべき事項 

 

 （２）調査対象ブロック塀等の写真 

   ア 用紙はＡ４サイズを使用し、１枚の用紙に８枚の写真を配置する。 

イ 撮影方向を明示した簡易な図面を添付する。 

  

（現地調査結果集計表作成作業） 

第20条 受託者は、現地調査報告書の内容を取りまとめた現地調査結果集計表（別紙様式２）を作成す

ること。 

 

 

（納 品） 

第21条 受託者は、成果品として次の各号に掲げる図書を納品すること。 

 （１）現地調査報告書                           一式 

 （２）現地調査結果集計表                           一式 

（３）報告書等データ一式（ＣＤ又はＤＶＤ）              ２枚 

（４）その他委託者が指示したもの                   一式 

 

２ 電子納品はＰＤＦ形式の納品を基本とし、写真についてはＪＰＥＧ形式、集計表についてはＥＸＣ

ＥＬ形式も納品すること。 

 

 ３ 成果品については委託者の所有とし、委託者の承認なしに他に公表・譲渡・貸与または使用しては

ならない。 
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第 ４ 章  その他 

 

（補 則） 

第22条 本業務は委託契約約款及び契約規則等に基づき実施するものとする。 

 

２ この仕様書に定めのない事項については、委託者、受託者が協議して定めるものとする。 
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